






 １. 景気

① 業界全体(全国の状況)

　世界経済は減速しつつも、深刻な後退を回避しており、 過剰貯蓄の取り崩しや、 供給制約の緩和など

が、高インフレによる景気の下押し圧力を緩和している。  また、巣ごもり需要の終息で財需要が低迷する

一方、コロナ対応の活動制限が緩和していることから、外食、旅行、娯楽といったサービス分野のリバウン

ド需要が旺盛であり、海外観光客の増加もサービス需要を後押ししている。

　先行きの世界経済は、軟着陸に向かうと想定しているが、急ピッチで進められた金融引き締めの影響で、

世界成長率は2024年にかけて3％前後にとどまると予想され、資源高が一服しているものの、労働市場の

ひっ迫でコアインフレ率は下げ渋っている。　その為、米欧の政策金利は高止まり、景気を下押す方向に

作用するとみられている。

　日本経済は、緩やかな持ち直し傾向にある。

2023年1-3月期のGDP1次速報の公表を受け、経済見通しを改訂しており、実質GDP成長率は、23年度

　＋1.5％、24年度＋1.2％（暦年ベースでは23年＋1.3％、24年＋1.4％）を見込んでいる。   経済活動の

正常化や春闘での大幅な賃上げ、緩和的な財政・金融政策などが景気を下支えし、世界経済が減速する中で

も日本経済の回復が続くとみている。日本経済の下振れリスクは主に海外にあり、中でも銀行不安が高ま

った米国の当面の経済動向には注意が必要となっている。

② 近県及び県内の状況

　個人消費は、百貨店・スーパー販売額やコンビニエンスストアの販売額が、前年を上回っていることから、 

緩やかに持ち直している。生産活動は、電子部品やデバイスが持ち直しつつあることから、一進一退の状 

況にあり、雇用情勢は、緩やかに持ち直しつつある。

先行きについては、雇用・所得環境が改善する中で、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していく事

が期待される。ただし、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが景気を下押しするリス クと

なっている。また、物価上昇、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。

③ 自社の状況

　昨年度は、新型コロナの影響が長引いた影響で、売上は2021年度比-10%であった。

収益の柱であった自動車関連・通信機器関連が、半導体不足や中国のコロナ政策影響で軒並み受注減と

なったことが大きい。

　自動車関連は、年後半に一時的に回復基調があったものの結果的には今年度前半まで受注が回復せず

にきている。通信機器関連も、新モデルでの一時的な受注増を除き、同じような状態にある。

そのような中、医療機器・試薬関連は、毎月横ばい～微増で推移した事で、収益面のほか雇用維持の観点

でも下支えとなった。

　昨年度は将来に向けたインフラ・設備の整備、人材確保の取り組みを強化し始めた。さらに将来的な自社

の在り方や事業について見つめなおす活動も行っており、様々な方面への投資継続のほか、組織体制の再

構築も進めていく事になる。
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 ２. 賃金改定の状況

① 賃金改定の有・無

30円アップ・ダウン、 2.8％アップ・ダウン

　青森県の最低賃金については、前年比31円増であるが、当社においては、一般労働者では30円増と、

青森県の最低賃金の上昇金額と比較して、1円低くなっている。

② 初任給額

新規採用の有・無 随時中途採用　（新入社員・2人）

③ 賃金(最も低いもの・産業別最低賃金及び青森県最低賃金適用労働者)

円 円

④ 規模、地域等による企業間格差の有無

　 県内の地域による賃金格差は、求人情報等で比較すると、あまり見受けられないが、大手製造業企業と

中小企業を比較した場合、取り扱っている品目の相違はあるものの、大手企業の方が、中小企業に比べて

賃金が高い傾向にある。

 ３.改正に対する意見

《参考》青森県最低賃金　時間額　８９８円　(令和５年１０月７日発効予定)

① 産業別最低賃金改定の必要性について

　地域経済の活性化や地方創生の観点等から最低賃金の改定を検討することは必要と考えるが、その際

最低賃金の改定は中小企業の経営を圧迫することに繋がることを考慮する必要がある。

新たな青森県（地域別）最低賃金が現在の産業別最低賃金を上回ることになる状況下において、産業別

最低賃金の改定を審議することの意義、必要性について、ご検討いただきたい。

② 改正するとしたら、どれくらいまで

　コロナ禍や原油高、物価高等によるコスト増など、今後の先行きも不透明であることから、今後の経営環境

は一層厳しくなると予想される。そのような中、過度な防衛的賃上げ等が続けば財務状況は悪化し、雇用の

維持に大きく影響すると考えられる。

先行きの見通しが立たない中で更なる最賃（賃金）アップは難しいと考え、当面は据え置きが望ましい。

まずは、産業別最低賃金の改定を審議することの意義、必要性について、ご検討いただきたい。
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